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政務調査費制度に係る住民訴訟







































① 浦和地判昭55年12月24日 [昭和54 (行ウ) ５号] 判タ433号129頁 川
越市 旧４号（認容）
② 神戸地判昭59年３月７日 [昭和57 (行ウ) 24号] 判時1120号30頁 神
戸市 １号（棄却）
③ 横浜地判平２年12月21日 [平成元 (行ウ) 22号] 判例自治86号39頁
神奈川県 １号（棄却）




⑤ 神戸地判平３年11月25日 [平成２ (行ウ) 28号] 判例自治95号20頁
加古川市 旧４号（棄却）
⑥ 徳島地判平５年２月19日 [昭和63 (行ウ) ４号] 判例自治111号14頁
徳島市 旧４号（棄却）




⑧ 東京地判平７年１月26日 [平成５（行ウ）353号] 判例自治143号17頁
田無市 １号と旧４号（棄却）
⑨ 東京地判平８年７月９日 [平成７（行ウ）19号] 判例自治156号17頁
小金井市 旧４号（棄却）
⑩ 東京地判平11年３月25日 [平成９（行ウ）302号] 判例住民訴訟1411
・329・147東京都 ３号（棄却）
⑪ 奈良地判平14年１月30日 [平成10（行ウ）24号] 判例自治231号49頁
奈良県 １号（棄却）
⑫ 金沢地判平14年８月19日 [平成13（行ウ）２号] 裁 金沢市 旧４号
（一部認容）
⑬ 名古屋地判平15年１月31日 [平成12（行ウ）59号] 判例自治245号29
頁 名古屋市 旧４号（棄却）




 札幌地判平15年10月28日 [平成14（行ウ）13号] 判タ1208号172頁
札幌市 旧４号（棄却）
⑯ 徳島地判平16年１月30日 [平成14（行ウ）７号] 裁 徳島県 旧４号
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（一部認容）
 青森地判平16年２月24日 [平成15（行ウ）１号] 判例自治266号26頁
弘前市 ３号と４号（認容） 仙台高判平16年７月29日は被告側の控訴
を棄却（同市のに記載）
⑱ 津地判平16年２月26日 [平成11（行ウ）１号] 判例自治264号27頁
三重県 ４号（一部認容）
 東京地判平16年４月13日 [平成14（行ウ）353号] 判例自治265号25頁
品川区（13年度分)，旧４号（棄却)。
目的外支出分を自ら，訴訟提起後返還したので棄却。
⑳ 名古屋高金沢支判平16年６月21日 [平成14（行コ）12号] 判タ1189号
232頁 ⑫の控訴審（原審取消し・請求棄却）
 京都地判平16年９月15日 [平成15（行ウ）１号] 裁 宇治市 ４号
（一部認容）
 札幌高判平16年10月20日 [平成15（行コ）20号] 判タ1208号167頁
の控訴審（原判決変更・請求認容）













 名古屋地判平17年５月30日 [平成15（行ウ）63号] 裁 愛知県 ４号
（棄却）
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 名古屋高判平17年８月24日 [平成16（行コ）９号] 裁 ⑱の控訴審
（認容部分の取消・請求棄却）
 京都地判平17年８月25日 [平成16（行ウ）12号] 裁 京都市 ４号
（棄却）
 仙台高判平17年10月12日 [平成17（行コ）５号] 裁 仙台市 ４号
（原判決取消し，差し戻し）
監査請求前置の要件である特定性を肯定した。
 東京地判平18年４月14日 [平成16（行ウ）292号] 裁 品川区 ４号
（一部認容）
 大阪地判平18年７月19日 [平成15（行ウ）５号] 判タ1248号167頁
寝屋川市 ４号（認容）
 青森地判平18年10月20日 [平成17（行ウ）４号] 判タ1244号149頁
弘前市 ４号（一部認容）




 横浜地判平19年２月19日 [平成17（行ウ）68号] 判例住民訴訟1411・
329・399・97 海老名市 ４号（棄却）







 仙台地判平19年４月27日 [平成15（行ウ）８号] 判例自治310号17頁
仙台市 ４号（一部認容）










 大阪高判平19年12月26日 [平成18（行コ）78号] 裁 の控訴審 寝
屋川市 ４号（請求認容・一部変更）
 名古屋高金沢支判平20年２月４日 [平成18（行コ）８号] 裁 金沢市
４号（一審判決破棄・請求認容）
 仙台地判平20年３月24日 [平成18（行ウ）４号] 判例自治314号26頁
仙台市 ４号（一部認容）
選挙が行われた平成15年度分の政務調査費を対象にしている。
 東京地判平20年９月５日 [平成19（行ウ）462号] 裁 墨田区 ４号
（棄却）









 名古屋高判平21年２月26日 [平成20（行コ）32号] 裁 桑名市 ３号
と４号（請求棄却の原判決を変更・一部認容）
 名古屋地判平21年３月26日 [平成20（行ウ）32号] 裁 名古屋市 ４
号（認容）

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(27) さいたま地判平17年11月16日 [平成17（行ウ）24号] 原告は，埼玉県
議会議長に対し「平成15年度に係る埼玉県県政調査費の交付に関する規
程７条１項の収支報告書並びに同８条の会計帳簿及び関係書類一切の情
報」について情報公開を請求したところ，議長は，上記会計帳簿及び関
係書類等一切の情報に係る文書は存在しないとした通知の適法性を認め
た。
(28) 有価証券取引のために，被告金融機関から多額の資金を借り受けた者
の遺族が，当該金融機関は，返済が不可能であることを認識して過剰融
資を行ったとして，損害賠償を求めた本案訴訟において，当該金融機関
の貸出稟議書及び本部許可書の提出命令を申立てたを認容した原決定に
対する抗告審である。
(29) 駒林（21）前掲判評686頁参照。
(30) 宮沢（13）前掲書56頁。
(31) 廣瀬（18）前掲書135頁参照。
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